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序文

「予想外のまれな出来事」は、もはや “予想外” でも “まれ” で
もないといった意見に同意する政府の指導者たちが増え続け
ています。実際に、こうした出来事はより頻繁に起きるように
なり、社会を不安定化させています。我々にとって、まさに
衝撃的なものです。今や、何か出来事が起きたと思ったら、すぐ
後に 別の出来事が起き、複数が同時に起こることもまれでは
ありません。* 例えば、ロシアのウクライナ侵攻が始まった
とき、パンデミックはまだ続いており、フランスの深刻な洪水、
オーストラリアの干ばつと森林火災、カリフォルニア州の
水不足、中国の猛暑などさまざまな気象災害も起きています。1 
世界銀行などは、パンデミックと戦争による景気への影響が、
スタグフレーションをもたらすのではないかと懸念を示して
います。2 

世界的なパンデミックにより、各国政府はほとんど予期すらで
きなかったさまざまな問題に直面しましたが、一方で貴重な
教訓も得ました。指導者たちは「未来の衝撃」に備えるため
には、パンデミックが後押ししたデジタル化の流れを活かす
ことが重要だと認識し、どこに重点を置いて準備を整える
べ き か を 理 解 す る よ う に な り ま し た。IBM は IBM Center 
for the Business of Government、 お よ び IBM Institute for 
Business Value の活動を通じて、National Academy of Public 
Administration（全米行政アカデミー、以下「アカデミー」）をは
じめとするさまざまなパートナーと協力し合いながら、政府の
指導者たちがレジリエンスを高めるために必要なコアとなる
能力を見いだすための支援に努めています。

*  IBM Future Design Lab. では、このような生活者が実感する外部環境

からの不安要素が多層化することで、先が見通せない不安が恒常化

する社会を「不安多層化社会」と定義している（IBV レポート「不安

多層化社会、到来。意志共鳴が拓く未来」参照）
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予想される脅威に対し、協調による対処を行うためには、パー
トナーや利害関係者を含むエコシステム全体で、協力し合いな
がら、集中して取り組まなくてはなりません。こうした取り
組みを一歩ずつ進めていくことで、アカデミーが掲げる「行政
の大きな挑戦」（Grand Challenges in Public Administration）
などのような、国家や国際社会が抱える大きな問題の解決にや
がてつながるはずです。3

IBM は今後数カ月にわたり、以下の 6 つの主要領域をテーマ
に、産学官民のグローバル・リーダーを招いた国際ラウンド
テーブル会議をシリーズ化して開催する予定です。

 – 緊急事態への備えと対応

 – サイバーセキュリティー

 – サプライチェーン

 – サステナビリティー

 – 労働者のスキル

 – 国際協力

これらの分野において、ラウンドテーブル会議が導き出す
知見は、課題に対処するための戦略とソリューションを政府
が策定する際に、必ずや役立つはずです。IBM Center for The 
Business of Government は 2021 年、新型コロナウイルス
感染症から得た教訓をレポートにまとめましたが、こうした
過去の経験から得た知見を IBM は今後も活かしていく予定で
す。4 そして、これらの知見を批判の目をもって適用すること
で、近い将来の実施に向けた実践的かつ具体的な提言を行って
いきます。

このラウンドテーブルのシリーズは、米国南部においてハリ
ケーン「イアン」* が発生したのを契機に、緊急事態への準備と
対応について話し合うことを目的に始められました。ゲストの
中には、ハリケーン上陸への準備を陣頭指揮するため、会議に
出席できない人もいました。ここ数年間で起きたハリケーン

「イアン」などの災害による甚大な被害は、国家や地域が頻発
する災害に対しレジリエンスを高めるためには再投資が必要
であることを我々に認識させました。今日の世界の脅威を乗り
越えるためには、緊急事態への準備と対応が不可欠であり、
またそれは決して不可能なことではありません。
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*  「イアン」：2022 年 9 月に米国南部に上陸し、史上最悪レベルの被害
をもたらしたハリケーン

「... あらゆる危機や事件、 
災害が、市政学の実運用の 
学習機会となっています」
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各セクターや機関、政府の間のパート
ナーシップを通じた、災害発生前、
最中、事後のネットワークの強度こそ
が、成功のカギとなったり、失敗の
根本要因となったりもします。

はじめに

この 3 年間に、過去に例がないほど多くの壊滅的な出来事が
起きたことから、緊急事態管理への注目が高まっています。

今なお続く新型コロナウイルス感染症の世界的パンデミックから、殺人的な熱波、「100 年に 1 度」
規模の洪水、猛烈な森林火災などの異常気象、さらには破壊的なサイバー攻撃に至るまで、相次
ぐ衝撃が政府や企業、地域社会、個人に大きなストレスを与えています。そんな中、将来の危機
への準備と対応には何が必要なのかという根本的な問いが、我々に今、突き付けられています。

災害とはそもそも複雑で、横断的なものです。地域や管轄、政治、組織の境界線などは災害に
とって意味を持ちません。緊急事態管理も、同様でなくてはなりません。災害に対する準備と
対応への責任は、1 つのセクター、プログラム、機関、政府のレベルでは担うことはできません。
各セクターや機関、政府の間のパートナーシップを通じた、災害発生前、最中、事後のネット
ワークの強度こそが、成功のカギとなったり、また同時に、失敗の根本要因となったりもします。
つまりは根本として横断的かつ垂直的な広がりを持つ問題を、それぞれが独自に対処していては
解決できないということです。

では準備と対応を進めるために、政府が近い将来、取ることができる実践的、具体的な方法には
どのようなものがあるのでしょうか。その答えを求めるため、IBM Center for The Business of 
Government と IBM Institute for Business Value は、アカデミーと協力して、政府の指導者や
緊急事態管理の専門家によるラウンドテーブル会議を開催しました。参加者には米連邦緊急事態
管理庁（FEMA）、経済協力開発機構（OECD）、国際危機管理者協会から、また元メリーランド州
知事や元沿岸警備隊司令官、さらには主要な利害関係者グループから選ばれた専門家たちが含ま
れています。このラウンドテーブル会議では、以下の 6 つの実践的で実行可能なステップが示さ
れました。

これらのステップは、参加した専門家からの提言を反映したものであり、これだけで完全である
というものではありません。

序文

はじめに

緊急事態への準備と対応の
ネットワークを強化する

地域の能力を高める

準備活動においては、 
コミュニティーとの関係を
重視し、多様なニーズへの
対応に心を配る

十分な資金を柔軟に扱える
ようにする

災害が発生する前から
データ戦略を練る

現在、緊急時、将来の
ニーズに対応するための
人材戦略を策定する

将来に備えてレジリエンス
を強化する



4
IBM Institute for  
Business Value

パートナーシップで未曽有の災害に対する高いレジリエンスを築け

ステップ 1

緊急事態への準備と対応の
ネットワークを強化する
よく言われることですが、危機の最中に
名刺を交換している暇はありません。
役割、責任、リーダーシップ、説明責任
を明確に定義したネットワークを、事態
が 発 生 す る 前 に 構 築 し て お く こ と が
大切です。

米連邦緊急事態管理庁（FEMA）は緊急事態対応のネットワーク
の考え方において、1 つの例を示しています。同庁はコミュニ
ティー全体をネットワークに取り込むことを目指し、州、州内
の自治体、連邦政府などの協力とともに、民間や非営利部門

（企業、宗教団体、障害者団体、市民など）の力を最大限利用
しようとしています。6

しかし、このアプローチは複雑であり、実行が困難となる可能
性があります。ラウンドテーブル会議の参加者が指摘している
ことですが、米国の州制度はその性質上、連邦政府と州政府と
の間に緊張を生むことがあり、州と州内の自治体との間の関係
にも、同様に緊張が生じる恐れがあります。

構造的な問題が完全に解決される可能性が低い中で、リーダー
たちは、危機発生時の行き違いや混乱を最低限に抑えるため
に、さまざまな権限や優先事項、要求を整理しなくてはなりま
せん。政府機関は合意覚書（MOA）を作成し、継続的な研修や
机上訓練を行うことで、政府のレベルごとに役割、責任、職務上

の関係を規定し、強化することが可能です。しかし、最終的
に緊急事態対応ネットワークの成功は、組織間や、（少なくと
もそれと同程度以上の重要性を持つ）個人間の事前の関係に
大きな影響を受けます。

また計画立案者はネットワークを構築するに当たり、補助的
な意味を超えた、対応の成否を決定する要因となり得るのが

「民間や非営利団体の参加」であるという点を認識しておかね
ばなりません。これらの組織が力を合わせれば、政府に欠け
ているリソースを補い、コミュニティーとの関係、能力、アジ
リティーを全体として向上させることができます。準備計画
の段階から、これらの組織を中心的なパートナーとして扱う
べきなのです。

ラウンドテーブル会議の参加者はまた、緊急事態への準備と
対応のネットワークを強化するためには、組織の文化さえも
変えなくてはならないと指摘します。価値観、考え方、運営
モデル、説明責任のメカニズムが異なる組織同士が、横断的
に協力し合うことは容易ではありません。多くの場合、組織
は既存の事業の枠内で業務を進めることに慣れており、大き
なネットワークの中の一員として、取り組みの指揮を執る側
ではなく、完全に指示される側に回るといったことには慣れ
ていません。例えば、FEMA や米国住宅都市開発省にとって、
緊急事態対応が長期的な復旧フェーズに移行する段階になれ
ば、責任をもっと円滑に移譲できるだろう、と参加者は指摘
します。パートナーシップによって達成できる価値を自覚し、
追求することが、ネットワークの強化につながるのです。

主なポイント
緊急事態対応ネットワークにおいて、各組織の
役割と責任を明確にする

準備計画を策定する段階から、民間や非営利団体
のリソースを活用する

他の参加者との共同作業にその組織がオープンで
あるかどうかを基準として、組織文化を評価する
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ステップ 2

地域の能力を高める
ラウンドテーブル会議の参加者が指摘しているように、地域の
自治体や機関は多くの場合、危機対応の最前線に立ち、その
地域固有の脅威に対し、経済・社会的背景も考慮して、固有の
対応能力をもって対処しなくてはなりません。

ラウンドテーブル会議の参加者は、地域の自治体が対応力を高めるための具体的な方法をいくつ
か提示しています。例えば、リスクに基づきオールハザード* の準備計画を策定することや、民間
部門と協力すること、行政の壁を越えた支援の獲得と管理をすることです。特に復興資金を受け
取る際は、災害発生後より責任を引き受けることになるため、行政間での支援の獲得、管理は重要
になります。

対応力向上に向けた自治体間の連携や、相互支援協定、地域協定の締結、また自治体に対して
対応力向上への金銭的インセンティブを導入することなども地域の自治体の対応力強化に役立ち
ます。オンライン学習環境を利用して、経験を共有し、互いの成功事例を確認し、交換すること
も効果的です。またベビー・ブーマー世代の、労働市場からの退出が続いているため、自治体も
今なら、公共心に富むミレニアル世代やジェネレーション Z 世代を採用して定着させることが
可能です。

* オールハザードとは、災害やリスクの違いに左右されずに、あらゆるリスクに耐え得るという意味

主なポイント
民間セクターと協力し合いながら、対応力を
向上させる

地域間の連携を進め、対応範囲を拡大する

緊急事態管理計画が幅広くさまざまな災害に
適用できているかどうかを評価する
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ステップ 3

準備活動においては、 
コミュニティーとの関係を重視し、
多様なニーズへの対応に心を配る
大手 PR 会社のエデルマン社の年次トラスト・バロメーターに
よると、ものごとに対する基本的な信頼感を失っている人の
割合が約 6 割に上ります。緊急時の対応を効果的なものにする
ためには、地域住民との信頼関係を築くことが、より重要に
なってきています。7 

まず初めに、1 つのコミュニティーの内でも、地域によって緊急時に必要なものは異なり、対応
能力にも差があることを認識しておかなくてはなりません。例えば、危険な場所から避難したが
らない人の理由は、物理的な障害や金銭的理由のほか、重い医療ニーズや、障害の有無、転居への
不安などさまざまです。緊急事態への準備と対応を担うネットワークにおいて、コミュニティー
のあらゆる階層におけるニーズと対応能力を災害が発生する前から把握し、それぞれに合わせた
計画を立案し、対応を行うことの必要性を、ラウンドテーブル会議の参加者は訴えています。

緊急事態計画の立案者が、強力でインクルーシブな市民参加型プログラムを活用すれば、十分な
情報提供に基づく、地域コミュニティーのニーズを反映した計画と対応戦略を作成することがで
きるようになります。こうして策定されたプログラムの決定事項は、市民の理解が得やすく、承
認も容易になります。

コミュニケーションについての戦略を立てる場合は、何を、どのように、誰が伝えるかを考慮し
て、異なる層の人々に届くことを留意しなくてはなりません。その上で、コミュニティーでは誰
が信頼されているのかを把握し、そうした人々と緊密に協力し合えれば、信用と理解が得やすく
なります。新型コロナウイルス感染症のパンデミックの状況下や、差し迫った気象災害時に避難
命令を下したときに見られたように、明らかに危険が迫っている場合でも、一部には説得に応じ
ない人たちが存在します。コミュニティーで信頼されている人物を把握することは、こうした難
しい問題を克服する上で助けとなります。

主なポイント
対応計画の策定に、地域住民を参加させる

重大な出来事が起きたとき、コミュニティー（特に、
対応が行き届かないコミュニティー）のメンバーの
対応能力に影響を与える要素を特定する

住民が誰を信頼するのか、その信頼される人物と
どのように協力して、重要なメッセージを届けるの
かを把握する
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ステップ 4

十分な資金を柔軟に
扱えるようにする
災害における最大の悲劇は、人やコミュニティーが被害を
受け、傷つき、ときに死に至ることです。しかし、対応と復興
にも膨大な費用を要します。

1980 年以降、米国だけで被害額が 10 億ドルを超える災害の累計被害額は、2 兆ドルを優に超え
ています。8 ある参加者が「災害への準備対応は費用がかさむと言うなら、事前の準備なしにやっ
てみたらどうだろうか」と手厳しく喝破しましたが、実際に、予測困難でまれな災害への事前の
準備が軽視されている状況があります。これは、ほとんどの政府が、災害の脅威と頻度がより高
まっていく中においても、災害対策資金と他の予算とを競合させて扱わざるを得ないためです。

確かに緊急事態（特に気候変動による）が深刻化し、頻度が増加するにつれ、さまざまなレベル
における政府機関の負担も著しく増大します。特に災害が同時多発的に発生した場合は、予算を
圧迫し、組織や職員にのしかかるストレスはさらに大きなものとなります。

これに対してラウンドテーブル会議の参加者は、2 つの短期的なアクションを提案しています。
1 つ目は、政府の各レベルの組織内、および組織間で、資金の流れを柔軟にし、迅速に資金を流通
させることで、危機に対応できるようにすることです。当然のことながら、政治指導者たちは支出
には透明性と説明責任が求められると考えています。問題はこれらの重要な要求に応えながら、
いかにして迅速かつ円滑に援助を求める人々を支援し、縦割り化された予算や支援の要件に起因
する行政の負担を最小化できるかです。

2 つ目は、予算プロセスにリスクの概念を組み込むことです。この点に関してバイデン政権は、気
候変動リスクを定量化して、連邦予算に反映させるよう * 取り組んでいます。9 ラウンドテーブル
会議の参加者は、こうした措置を政府のさまざまなレベルにまで拡大できると訴えています。

*   バイデン大統領は、迅速かつ大胆な気候変動対策が必要とし、2050 年までにネットゼロ経済の実現を目指

している。そのため「気候関連の財務リスクに関する大統領令」において、CEA（大統領経済諮問委員会）

と OMB（アメリカ合衆国行政管理予算局）に、気候関連の財務リスクの原因を特定し、大統領予算におけ

る経済的前提と長期予測に潜む気候リスクを定量化する方法を開発するよう指示している

主なポイント

ネットワーク内の組織間で円滑な資金の融通を
妨げている障害を特定し、取り除く

予算プロセスで、リスクを定量化する

テクノロジーが緊急対応の費用対効果を高める
方法を特定する

序文

はじめに

緊急事態への準備と対応の
ネットワークを強化する

地域の能力を高める

準備活動においては、 
コミュニティーとの関係を
重視し、多様なニーズへの
対応に心を配る

十分な資金を柔軟に扱える
ようにする

災害が発生する前から
データ戦略を練る

現在、緊急時、将来の
ニーズに対応するための
人材戦略を策定する

将来に備えてレジリエンス
を強化する
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ステップ 5

災害が発生する前から
データ戦略を練る
政府や企業の関係者や一般市民は、組織や個人が意思決定を
行うときに参考にできるような、高品質で信頼のおけるデータ
を求めています。

実際、データがあれば、高度なアナリティクスに基づく効果的なコミュニケーション手法を生み
出すことができます。エビデンスに基づく明確なメッセージと虚偽情報に対する迅速な対応は、
緊急時のコミュニケーションにおいて要となります。ところが残念なことに、多くの場合、緊急
事態は複雑であり、得てしてコミュニケーション・チャネルは過多になりがちです。その結果、

「信頼できる情報源」とされるものが多数生まれ、混乱と不信を招き、意思決定はちぐはぐになり
がちです。

緊急事態に備え、対応を整えようとする際に重要なことは、緊急事態が発生する前から、必要な
データの定義を決めておくことです。例えば、緊急事態ネットワーク全体でデータに関する考え
方を統一し、リアルタイムでどのようなデータが必要とされるのか、そのデータをどうやって収集
するのかを事前に決めておきます。またデータを必要とする人々がすぐに利用できるデータ提供
の方法を決めておくこともよいでしょう。ネットワークのデータ戦略を策定する際には、リアル
タイムでデータを収集・報告するために必要なテクノロジーの評価と、不足するテクノロジーが
あればそれを補う施策をデータ戦略に含めるべきです。具体的には、分散型アナリティクスを組み
込んだハイブリッドクラウド・ネットワークや、大量のデータをすばやく合理化するための人工
知能などが考えられます。

主なポイント
危機管理を効率化し、危機におけるコミュニケー
ションを効果的なものにするため、データ・アナ
リティクスを活用する

緊急事態に対応する組織のネットワーク全体で、
データを共有するためのテクノロジー・インフラ
ストラクチャーを特定し、それを実装する

データ・プライバシー要件を満たしつつ、高品質
なデータを共有するためのデータ管理プログラム
を導入する

序文

はじめに

緊急事態への準備と対応の
ネットワークを強化する

地域の能力を高める

準備活動においては、 
コミュニティーとの関係を
重視し、多様なニーズへの
対応に心を配る

十分な資金を柔軟に扱える
ようにする

災害が発生する前から
データ戦略を練る

現在、緊急時、将来の
ニーズに対応するための
人材戦略を策定する

将来に備えてレジリエンス
を強化する
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ステップ 6

現在、緊急時、将来のニーズに対応するための
人材戦略を策定する
米国の州政府と地方政府では、パンデ
ミックの発生から 2022 年 6 月までの間
に、60 万人以上の職員が離職しており、
基本サービスの維持や危機対応能力に
影響が及んでいます。10 

緊急事態に備え、対応しなくてはならない政府機関にとって、
ミッションクリティカルなスキルを持った人材の獲得と維持
は、特に重要な課題であるとラウンドテーブル会議の参加者は
指摘します。さらに緊急時に求められるスキル・セットは多様
であり、必要とされる人員も急増します。加えて、緊急事態は
重なる傾向があり、これに対応するため、組織のミッションは
次々と変化します。そのため、政府はあらゆるレベルにおいて
人員の確保という課題を抱えています。

人材不足への対処法を研究することにより、いくつかの解決策
が見えてきます。例えば、アカデミーの報告書である『No Time 
to Wait』は、コンプライアンスにばかり注目する役所の意識を

「パフォーマンス」に向かわせることに重点を置いたロード
マップを提示しています。11 また、アカデミーのフェローで構
成されるパネルは、能力（コンピテンシー）をベースとした人
材管理モデルを推奨しています。具体的な内容は以下のとおり
です。

1.   職種や専門家グループごとに求められるコア・コンピテン
シーを特定する

2.   必要なコンピテンシーを高めるための研修を行い、スキルを
認定する（資格証明や「バッジ」を授与）

3.  ミッションに対応できるような柔軟なチームを作る

4.   職種や専門職域をまたいだ実践的コミュニティーを形成し、
人材が必要とするスキルの継続的学習を支援する

5.   組織のミッションに人材のスキルを一致させるため、リスキ
リング計画を策定する

6.   急速に変化するミッションに、人材のスキルが追いつけるよ
うに支援する

特定スキルを持つ人材の増員だけが、政府機関にとって重要な
わけではありません。コミュニティーとの関係と公平性を鑑み
ながら、職員構成をコミュニティーの多様性に反映させること
も求められています。これらを実現するためには、ダイバー
シティーとインクルージョンを意識した職員の募集と採用を
行い、能力開発プログラムを用意することが必要です。

多くの場合、現場の職員や初期対応スタッフは自らも災害の
犠牲者であり、計り知れないほど大きなストレスを受けていま
す。職員の心と身体の健康だけでなく、心身に生じる疲弊にも
目を向けるべきです。新型コロナウイルス感染症がまん延する
中で、看護師などの医療従事者らが作成した報告書の多くが、
長期にわたる緊張の連続が深刻な精神的負担を及ぼす実態を
生々しく描いています。12 こうした実態を認識することも重要
ですが、より大切なのは職員の福利を尊重する具体的な行動を
起こすことです。参加者は、初期対応スタッフを支援する
ネットワークの迅速な構築の必要性と、気軽に利用できるメン
タル・ヘルス・サービスへの理解を広げるための話し合いが
必要であることを説いています。

主なポイント
どうすればテクノロジーを利用したプロセスの
合理化または自動化が可能であるのかを探る

ミッション要件に合わせた、現職員の再トレーニング
とリスキリングのための研修プログラムを実行する

専門家と協力して、職員の福祉を重視する組織文化
を醸成する

序文

はじめに

緊急事態への準備と対応の
ネットワークを強化する

地域の能力を高める

準備活動においては、 
コミュニティーとの関係を
重視し、多様なニーズへの
対応に心を配る

十分な資金を柔軟に扱える
ようにする

災害が発生する前から
データ戦略を練る

現在、緊急時、将来の
ニーズに対応するための
人材戦略を策定する

将来に備えてレジリエンス
を強化する
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将来に備えて 
レジリエンスを強化する
危機対応には地域内だけでなく、
連邦、州、地方、国の管轄をまたいだ
コラボレーションが必要であると、
この数年で実証されています。

今回の専門家によるラウンドテーブル会議から寄せられた提
言は、災害がより頻繁に発生し、破壊的になった現代における、
政府が市民や職員を支援するための実践的で実行可能な対策
案です。具体的には、災害対応やコミュニティーのためのネッ
トワークの構築、コミュニケーション戦略やデータ共有戦略の
策定、予算や人材の課題への取り組みなどを提言しています。
これらは今後、政府が対応策を立案する際の出発点となるで
しょう。

序文

はじめに

緊急事態への準備と対応の
ネットワークを強化する

地域の能力を高める

準備活動においては、 
コミュニティーとの関係を
重視し、多様なニーズへの
対応に心を配る

十分な資金を柔軟に扱える
ようにする

災害が発生する前から
データ戦略を練る

現在、緊急時、将来の
ニーズに対応するための
人材戦略を策定する

将来に備えてレジリエンス
を強化する
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変化する世界に
対応するための
パートナー
IBM はお客様と協力して、業界知識と洞察力、高度な研究成果
とテクノロジーの専門知識を組み合わせることにより、急速に
変化し続ける今日の環境における卓越した優位性の確立を
可能にします。

 

IBM Institute for 
Business Value
IBM Institute for Business Value（IBV）は、20 年以上にわたっ
て IBM のソート・リーダーシップ・シンクタンクとしての役割
を担い、ビジネス・リーダーの意思決定を支援するため、研究
と技術に裏付けられた戦略的洞察を提供しています。

IBV は、ビジネスやテクノロジー、社会が交差する特異な立ち
位置にあり、毎年、何千もの経営層、消費者、専門家を対象に
調査、インタビューおよび意見交換を行い、そこから信頼性の
高い、刺激的で実行可能な知見をまとめています。

IBV が発行するニュースレターは、ibm.com/ibv よりお申し込
みいただけます。また、Twitter（@IBMIBV）や、LinkedIn

（linkedin.com/showcase/ibm-institute-for-business-value）
をフォローいただくと、定期的に情報を入手することができ
ます。

全米行政アカデミー
（National Academy of 

Public Administration）
について
全米行政アカデミーは 1967 年に設立された独立の非営利、
無党派団体で、1984 年に国会の認可を取得しています。本
アカデミーはより効果的、効率的で、責任と透明性を有する
組織の構築について、政府のリーダーたちに対して専門家の
助言を提供しています。このミッションを遂行するため、本
アカデミーは元内閣高官、国会議員、州知事、市長、州議会
議員のほか、著名な学者、行政官、非営利団体や企業の幹部
などを含む、950 人以上のフェローの持つ知識や経験を活用
しています。本アカデミーは詳細な調査と分析、アドバイザ
リー・サービス、技術支援、議会証言、フォーラムやカンファ
レンス、オンラインでの利害関係者へのエンゲージメントを
通じて、公的機関がガバナンスと管理の重要課題に対処できる
ようサポートしています。本アカデミーとその活動の詳細に
ついては https://www.NAPAwash.org をご覧ください。

 

IBM Center 
for The Business of 
Government について
IBM Center for The Business of Government は助成金とイベ 
ントを通じて研究を奨励し、連邦、州、地方、国際レベル
の政府の効果向上に向けた新たなアプローチに関する話
し 合 い を 促 進 し て い ま す。 詳 細 に つ い て は https://www.
businessofgovernment.org をご覧ください。

著者
J. Christopher Mihm
Adjunct Professor of Public Administration
and International Affairs
The Maxwell School of Citizenship and Public Affairs
Syracuse University

（シラキュース大学・マックスウェル行政大学院、
非常勤教授（行政学・国際問題学））

シラキュース大学の非常勤教授として、大学院課程で行政、
民主主義、パフォーマンス管理を教える。米国会計検査院

（GAO）の元戦略問題担当マネージング・ディレクターであり、
GAO のガバナンス、戦略、パフォーマンスに関する業務を主導
した。全米行政アカデミーのフェローであり、元理事でもある。

国際サッカー連盟（FIFA）では、ガバナンス・監査・コンプラ
イアンス委員会の副委員長を務める。2022 年には世界保健機
関の独立専門家監督諮問委員会の委員長を任じた。

日本語翻訳監修

山中邦裕
日本アイ・ビー・エム株式会社
IBM コンサルティング事業本部
パートナー・官公庁サービス部長

20 年以上にわたり、政府・官公庁、自治体、公益事業者向け
のコンサルティングに従事。2011 年に日本アイ・ビー・エム
参画以降は、スマートシティー、政府部門の DX、AI ／データ
活用など多数のプロジェクトをリード。

http://ibm.com/ibv
https://www.twitter.com/IBMIBV
https://ibm.co/ibv-linkedin
http://www.NAPAwash.org
https://www.businessofgovernment.org
https://www.businessofgovernment.org
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Admiral Thad W. Allen
Former Commandant 
US Coast Guard

（米国沿岸警備隊司令官、提督）

Beth Armstrong
Chief Executive Director
International Association of Emergency Managers

（国際危機管理者協会、事務局長）

Charles Armstrong
Former Chief Information Officer
US Customs and Border Protection

（米国関税・国境警備局、元最高情報責任者）

János Bertók
Acting Director
Public Governance Directorate
Organisation for Economic Co-operation and Development 

（経済協力開発機構（OECD）、パブリック・ガバナンス・
ディレクター、ディレクター代行）

Dr. Karen Dawn
Assistant Professor
Community of Policy, Populations and Systems
George Washington University

（ジョージ・ワシントン大学、政策コミュニティー・人口および
システム、助教授）

G. Edward DeSeve
Coordinator, Agile Government Center 
National Academy of Public Administration 
Agile Visiting Fellow
IBM Center for The Business of Government

（全米行政アカデミー、コーディネーター、
Agile Government Center）（IBM Center for The Business of 
Government、アジャイル担当客員フェロー）

Jeff Dorko
Acting Deputy Associate Administrator
Office of Response and Recovery 
Federal Emergency Management Agency

（米国連邦緊急事態管理庁、副長官代行、対応・
復旧室）

Terry Gerton
President and CEO
National Academy of Public Administration

（全米行政アカデミー、会長兼 CEO）

The Honorable Parris Glendening
Former Governor, Maryland
Visiting Senior Professor
Johns Hopkins University

（元メリーランド州知事）（ジョン・ホプキンス大学、
客員主任教授）

David Grant
Partner
Potomac Ridge Consulting, LLC

（Potomac Ridge Consulting, LLC、パートナー）

Matthew Hochstein 
Vice President
Hagerty Consulting

（Hagerty Consulting、バイス・プレジデント）

Eric Leckey
Associate Administrator, Mission Support
Federal Emergency Management Agency

（米連邦緊急事態管理庁、アソシエイト・
アドミニストレーター、ミッション・サポート）

Kyle McPhee
Director
Hagerty Consulting

（Hagerty Consulting、ディレクター）

J. Christopher Mihm
Former Managing Director, Strategic Issues 
Government Accountability Office
Adjunct Professor, Public Administration and 
International Affairs Department
Syracuse University

（米国会計検査院、元戦略問題担当マネージング・
ディレクター）（シラキュース大学、非常勤教授

（行政学・国際問題学））

Joe Mitchell
Director of Strategic Initiatives and International 
Programs
National Academy of Public Administration

（全米行政アカデミー、戦略イニシアチブおよび
国際プログラム担当ディレクター）

Jack Radisch
Senior Project Manager
Organisation for Economic Co-operation  
and Development 

（経済協力開発機構（OECD）、シニア・プロジェクト・
マネージャー）

Néstor Alfonzo Santamaria 
Senior Policy Advisor
Organisation for Economic Co-operation  
and Development 

（経済協力開発機構（OECD）、シニア・ポリシー・
アドバイザー）

Tom Sasse
Associate Director
Institute for Government (UK)

（Institute for Government（英国）、アソシエイト・
ディレクター）

ラウンドテーブルの参加者
Lieutenant General (Retired) Jeff Talley
Former Chief of Army Reserve and Commanding 
General, US Army Reserve Command
President and CEO of The P3i Group

（The P3i Group、プレジデント兼 CEO、
元米国陸軍予備役部隊司令官）

Katherine Willoughby
Golembiewski Professor of Public Administration
University of Georgia
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